
参考様式１

　　　ようてい地区農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

ほっかいどうにせこちょう

北海道ニセコ町（代表）

計画期間

平成24年度
～

平成28年度

ほっかいどうくっちゃんちょう

北海道倶知安町
ほっかいどうらんこしちょう

北海道蘭越町

計画主体名

ニセコ町農政課農政係 (代表） 0136-44-2121 0136-44-3500 nousei@town.niseko.lg.jp

蘭越町産業経済課農業指導係 0136-57-5111 0136-57-5112 sakaguchi_yukio@town.rankoshi.lg.jp

倶知安町農林課農業振興係 0136-22-1121 0136-23-2044 nougyou@town.kutchan.lg.jp

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

mailto:nousei@town.niseko.lg.jp�
mailto:taniguchi_atsuya@town.rankoshi.lg.jp�
mailto:sakaguchi_yukio@town.rankoshi.lg.jp�
mailto:nougyou@town.kutchan.lg.jp�


Ⅰ　事業活用活性化計画目標

12.50 %

（目標販売額） YC米面積ha 500.00 ×単収 5.25 ｔ/ｈａ×単価 201.25 千円　＝ 528,281 千円/ｔ 12,075 円/60kg）

(現状販売額） 水稲面積ha 490.00 ×単収 5.00 ｔ/ｈａ×単価 191.67 千円　＝ 469,592 千円/ｔ 11,500 円/60kg）

%

【記入要領】

事業活用活性化計画目標 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・事業活用活性化計画目標の項目は農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

・事業活用活性化計画目標の記載にあたっては「事業活用活性化計画目標の設定について」により記入すること。

事業活用活性化計画目標の設定根拠

　本地区は、北海道の南西部に位置し、恵まれた土壌・気候と栽培技術によって高品質・良食味の米産地として認知されており、近年では安全・安心の消費者ニーズに答える減農薬・減化学肥料のイエスク
リーン（北海道の栽培基準）栽培に積極的に取り組んでいる。この、特別栽培米に特化したクリーン米を専用の雪氷熱利用の低温倉庫で貯蔵・集出荷の管理を行いブランド化を図る。ブランド化による優位
販売に加え、クリーン栽培面積の増加と技術の修得による単位収量の向上が見込まれる。また、減肥栽培により、タンパク値低減の品質向上が価格を引き上げるばかりでなく、他の農畜産物への波及効果
が大きく期待される。イエスクリーン栽培加算額300円／60kg、低タンパク化加算275円/俵の販売額増加が見込まれる。

事業活用活性化計画目標 増加率等の算出
増加率等

 ４　地域産物の販売額の増加

計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加（％）＝
（計画区域内の地域産の農林水産物の販売額（千円）（目標）÷計画期間前の地域産の農林水産物の販
売額（千円）（現状））×100-100

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標 増加率等の算出
増加率等



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

785,895 392,947 1 392,947

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。
・事業メニューには、実施要領の別表の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、原則として３年以内とすること。
・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。
【添付資料】
　（別添）融資主体型支援助成対象者調書

実施期間

平成24年度農林水産物集出荷貯蔵施設

米集出荷貯蔵施
設工事一式（貯蔵
庫1棟2,386.0㎡、
雪冷却設備、検
査場1棟270.0㎡）
機械設備工事一
式（移動式ラック
システム）
外構工事一式

事業実施主体

ようてい農業協同組
合

事業規模等地区名

ようてい地区

交付限度額
（千円）

392,947

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性
交付金要望

額
（千円）

392,947

全体事業費
（千円）

785,895

交付額算
定交付率

50%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

事業内容

米集出荷貯蔵施設

事業メニュー名

特別栽培米に特化した米の販売戦略を推進するため、再生可能エネルギー（雪氷熱）
を利用し、長期品質保持が可能なクリーン米専用の低温貯蔵施設の整備を図る。高品
質・良食味な「雪蔵クリーン米」の産地ブランド化を推進し、優位販売に繋げることによ
り販売額の増加をを図る。
　低温貯蔵による長期品質保持により、用途別販売において安定的な「一般小売向け
精米」の優位販売が可能となることから、生産意欲が高まりイエスクリーン（北海道の
栽培基準）栽培面積の増加と技術の修得による生産性の向上が期待される。また、減
肥栽培による低タンパク化が品質を高め、クリーン農業の認知度が高まれば、他の農
畜産物への効果波及が期待される



Ⅲ　優先枠等を活用する事業に関する事項
（交付対象事業別概要）

１　生産製造連携事業計画優先枠

事業メニュー名

２　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

地区名

ようてい地区

３　輸出促進条件整備事業

事業メニュー名

【記入要領】 ①必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

③生産製造連携事業計画優先枠に係る優先枠事業を実施しようとする場合には、全体事業計画のうち、要件類別番号３０に係る部分の事業内容について記載すること。

④再生可能エネルギー供給施設整備優先枠に係る優先枠事業を実施しようとする場合には、全体事業計画のうち、要件類別番号３１に係る部分の事業内容について記載すること。

⑤事業メニューには、実施要領の別表１の事業メニュー名を記載すること。

⑥地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

  ２　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠 農林水産物集出荷貯蔵施設の建設にあたって、豪雪地帯である地の利を活かし、雪氷熱を利用した冷房装置を利用する。

優先事項の種類 優　先　事　項　に　係　る　事　業　内　容

  ３　輸出促進条件整備事業

地区名

②優先枠を活用する事業とは、予算の優先枠（生産製造連携事業計画優先枠及び再生可能エネルギー供給施設整備優先枠）の対象となる事業であり、具体的には、要件類別番号３０又は要件類別番号３１を満たすものがその対象となる。

優先枠の種類 地区名 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

   １　生産製造連携事業計画優先枠

優先枠の種類 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

連携計画優
先枠関係

再生可能エ
ネルギー優
先枠関係

計画主体名 整理コード

目標番号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

事業別内容 内訳 H24 北海道 10006
北海道倶知安町
北海道蘭越町
北海道ニセコ町

014001
013943
013951

1 1 1
北海道倶知安町
北海道蘭越町
北海道ニセコ町

ようてい地区 1 1
1

1
1
1

1 28
農林水産物集出
荷貯蔵施設

14

鉄骨平屋建1棟
Ａ=2,386.0㎡
米穀検査場1棟
Ａ=270.0㎡

H24

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） H24 999 H24

事業活用活性化計画目標等 1001 4 12.5%

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） 2001

②ハード事業 1 2002

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） 1 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

都道府
県名

増減率
等

ポ イ ン ト
※「合計(F)」欄

に 記 入

都道府
県コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画
番号

計画期間
最終年度

計画主
体コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

市 町 村 名 地区名

輸出促進条件
整備事業

事業活用活性化
計画目標

地域指定状況
ハード事
業、ソフト
事業の
別
ハード：１
ソフト：２

事 業 メ ニ ュ ー 名

総合化事業計
画との関連

ポ イ ン ト
※「合計(F)」欄

に 記 入

ポ イ ン ト
※「合計(F)」欄

に 記 入

計画の
提出年

度

関連する事
業は１を記

載

全　　体　　計　　画

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 内 容 及 び
事 業 量

関連する事
業は１を記

載

ポ イ ン ト
※「合計(F)」欄

に 記 入

地域再生計画と
の関連

実 施 期 間

耕作放棄地の
解消に向けた
取組の有無

要 件 類 別
番 号



事業内容及び
事　業　量

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

ようてい農業協同
組合 785,895,600 392,947,000 50% 392,947,000 0 0

鉄骨平屋建1棟
Ａ=2,386.0㎡
米穀検査場1棟
Ａ=270.0㎡

785,895,600 392,947,000 0 196,473,000 196,475,600 100 392,947,000 該当なし 785,895,600 392,947,000 0 0

785,895,600 392,947,000 392,947,000 0 0 785,895,600 392,947,000 0 196,473,000 196,475,600 100 392,947,000 785,895,600 392,947,000 0 0

785,895,600 392,947,000 392,947,000 0 0 785,895,600 392,947,000 0 196,473,000 196,475,600 392,947,000 0 785,895,600 392,947,000 0 0

785,895,600 392,947,000 392,947,000 0 0 785,895,600 392,947,000 0 196,473,000 196,475,600 392,947,000 0 785,895,600 392,947,000 0 0

785,895,600 392,947,000 392,947,000 0 0 785,895,600 392,947,000 0 196,473,000 196,475,600 392,947,000 0 785,895,600 392,947,000 0 0

785,895,600 392,947,000 392,947,000 0 0 785,895,600 392,947,000 0 196,473,000 196,475,600 392,947,000 0 785,895,600 392,947,000 0 0

交 付
金 額

（千円未
満は切り
捨 て ）

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

全体事業費
Ａ

事 業 実 施
主 体

都道府県
費

交 付 金 額
Ｄ

交付額算定
交 付 率

Ｂ

事 業 費

交 付 金 額
( 千 円 未 満
は 切 り 捨
て ） 本年度末

進 捗 率
Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は
切 り 捨 て ）

前　年　度　ま　で

備 考

市町村費
そ の

他
事 業 費

本　年　度

事 業 費 事 業 費

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

交 付 金 額

翌 年 度 以 降

交 付 金 額 平 成 ○ 年 度 平 成 ○ 年 度 平 成 ○ 年 度 平 成 ○ 年 度
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